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（総則）

第１条　令和3年度宮代町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) １５，０００ 件

(2) ３，９１３，０００ ㎥

(3) １０，７２０ ㎥

(4)

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款 ８３８，１６８ 千円

第１項 ７４５，２０３ 千円

第２項 ９２，９４５ 千円

第３項 ２０ 千円

第１款 ７５６，６９５ 千円

第１項 ７３２，２６２ 千円

第２項 １９，３２３ 千円

第３項 １１０ 千円

第４項 ５，０００ 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不

　足する額３６６，２０１千円は、建設改良積立金２０５，８００千円、減債積立金３０，０００千円、

　当年度分消費税資本的収支調整額２８，８６９千円、過年度分損益勘定留保資金１０１，５３２千円

　で補てんするものとする。)。

第１款 ３４７，５９０ 千円

第１項 ３００，０００ 千円

第２項 ３，０８０ 千円

第３項 ４４，５００ 千円

第４項 １０ 千円

第１款 ７１３，７９１ 千円

第１項 ５５３，４２０ 千円

第２項 １４３，８００ 千円

第３項 １６，５７１ 千円

年 間 総 給 水 量

特 別 利 益

事 業 収 益

収　　　　　入

給 水 件 数

固定資産売却代金

営 業 収 益

建 設 改 良 費

資 本 的 収 入

支　　　　　出

固定資産購入費

特 別 損 失

事 業 費 用

予 備 費

支　　　　　出

負 担 金

企 業 債

補 助 金

営 業 費 用

老朽管布設替工事

営 業 外 費 用

収　　　　　入

企 業 債 償 還 金

資 本 的 支 出

一 日 平 均 給 水 量

営 業 外 収 益

令和3年度宮代町水道事業会計予算

主な建設改良事業



（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

令和４年度

令和４年度

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)

(2)

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又は

　これら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) ３７，９９７ 千円

(2) ３０ 千円

（たな卸資産の購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。

令和３年２月１８日　提出

埼玉県南埼玉郡　宮代町長　新井　康之

限度額 起債の方法 利率

配水管整備事業

償還の方法

政府資金についてはその融資条件によ
り、銀行その他の場合には、その債権
者と協定する事項による。ただし、企
業財政その他の都合により据置期間及
び償還期間を短縮し、又は繰上償還若
しくは低利に借換えることができる。

職 員 給 与 費

交 際 費

収益的支出における各項間の流用

資本的支出における各項間の流用

次亜塩素酸ナトリウム購入に要する額

水道料金システム電算処理業務委託（単価契約）に要する額

次亜塩素酸ナトリウム購入単価契約

水道料金システム電算処理業務委託（単価契約）

年４．０％
以内

普 通 貸 借
又は

証 券 発 行
３００，０００千円

起債の目的

事　　　　　　　項 期　　間 限　　度　　額



令和3年度宮代町水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

1

1

1

2

3

2

1

2

3

4

3

1

2

支　　　　　　　出

1

1

1

2

3

4

5

6

2

1

2

3

3

1

2

4

1

20

雑 収 益

固 定 資 産 売 却 益

2,433

756,695

10

過 年 度 損 益 修 正 益 10

備　　考

営 業 収 益

事 業 収 益 838,168

給 水 収 益 681,714

92,945

そ の 他 営 業 収 益

745,203

款 項 目 予定額（千円）

20,479

分 担 金 43,010

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金 250

備　　考

消 費 税 還 付 金 14,624

特 別 利 益

総 係 費

目

営 業 費 用

事 業 費 用

款 項

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費 61,853

72,193

資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費 254,578

6,168

営 業 外 費 用

そ の 他 営 業 費 用 20

19,323

消 費 税

特 別 損 失

雑 支 出 10

支 払 利 息 19,303

10

予 備 費 5,000

5,000予 備 費

732,262

固 定 資 産 売 却 損 10

長 期 前 受 金 戻 入 75,638

過 年 度 損 益 修 正 損 100

337,450

110

予定額（千円）



資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

1

1

1

2

1

3

1

4

1

支　　　　　　　出

1

1

1

2

1

3

1

企 業 債 300,000

県 補 助 金

補 助 金

44,500

44,500

項 目 予定額（千円）款 備　　考

資 本 的 収 入 347,590

3,080

企 業 債 300,000

10

10

工 事 負 担 金

負 担 金

資 本 的 支 出 713,791

建 設 改 良 費

建 設 改 良 費 553,420

553,420

企 業 債 償 還 金 143,800

143,800元 金 償 還 金

固 定 資 産 購 入 費

固定資産購入費 16,571

16,571

固 定 資 産 売 却 代 金

固定資産売却代金

款 項 目 予定額（千円） 備　　考

3,080



１ 総　括

給料 手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

給　　　　与　　　　費

11,864

12,192

報酬

（千円）

5

5

19,650

19,932

特別職

（人）

一般職

（人）

0

区　　　　分

本年度

職　員　数

（千円） （千円）

890

762

前年度

比較

△ 350

3,570

6,483

6,251

232

手
 
当
 
の
 
内
 
訳

超過勤務
手　　当

128

期末手当

△ 282 △ 328

37,997

38,375

△ 378

（千円）

4,633

勤勉手当

（千円）

3,456

管 理 職
手　　当

（千円）

840

840

1,236 78

31,514

32,124

△ 610

前 年 度

法定福利費 合　　計

0

管理職員
特別勤務

手当

（千円）

45

45

△ 114 0

通勤手当

1,282

△ 46

576

比 較

住居手当

（千円）

地域手当 扶養手当

（千円）（千円）

△ 498

4,983

区　　分

本 年 度

134

336

0

350

336 216

給　与　費　明　細　書



２ 給料及び手当の増減額の明細

給与改定に伴う増減分

平均昇給率

職員数の異動状況

本年度 人 人 人

前年度 人 人 人

増　減 人 人 人

採用・退職・会計間の異動等状況

R2.1.2～R3.1.1 異動等　　　　　1人

R3.1.2～ 異動等（見込）　1人

期末手当 千円

地域手当 千円

期末手当 千円

勤勉手当 千円

地域手当 千円

扶養手当 千円

住居手当 千円

通勤手当 千円

超過勤務手当 千円

期末手当 千円

勤勉手当 千円

0

128

△ 498

336

216

そ の 他 の 増 減 分 △ 544

現に在職
する職員数

△ 92

5

昇 給 に 伴 う 増 加 分 119

そ の 他 の 増 減 分

手 当 △ 328 給与改定に伴う増減分

△ 355

備　　　　　　　　　　考説　　明
（千円）

増 減 額

（千円）

増　減　事　由　別　内　訳

（その他）

区　分

△ 282

昇 給 に 伴 う 増 加 分 平均昇給間差額× 1.33%262

16

（　計　）

5

給 料

会計間の異動

等による増減

59

44

0

採用、退職、

5

給与改定によ

による減額　

る手当額変更

△ 92

現に在職する職員

×4人×12月）

会計間の異動

等による増減

△ 62

5

数×12月(5,450円

△ 317

△ 158

採用、退職、



３ 給料及び手当の状況 

(1)職員一人当たりの給与

（円） 円

（円） 円

（歳） 歳

（円） 円

（円） 円

（歳） 歳

(2)初　任　給

一 般 会 計 の 制 度

行　 政　 職　（円）

(3)級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

６級

1

12

3

0.00

1

4

5 1

1 20.00

職　　務 主　幹 主　査

5

20.00

100.00

令和３年１月１日現在

1

３級

6

級

級 職　員　数　（人） 構　成　比（％）

計

区　　　分

20.00

20.00

5

0

360,903

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢 46.03

平 均 年 齢

高　　　　校　　　　卒

大　　　　学　　　　卒

155,000

188,800

44.00

区　　　　分

（一般行政職）

令和３年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 334,600

372,332

一　　般　　行　　政　　職

区　　　　　　　　　　分
職　　　　種

155,000

188,800

1

1

一 般 行 政 職 （円）

20.00

20.00

2

3

主　任

20.00

20.00

20.00

５級 ２級

1

1

４級

1

5

4

副　課　長課　長

令和２年１月１日現在

1

令和２年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 328,780

平 均 給 与 月 額

計

6

20.00

100.00

0.00

主　事

１級

0



(4)昇　　給

　職　員　数（Ａ）（人）

　昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

　比率（Ｂ）／（Ａ）　（％）

　職　員　数（Ａ）（人）

　昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

　比率（Ｂ）／（Ａ）　（％）

(5)期末手当・勤勉手当

支 給 期 別 支 給 率

(6)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(7)その他の手当

4

4

5 5

80.00

前
　
　
年
　
　
度

4

4

4

4

35年勤続の者

差　 異　 の　 内　 容

支給率等

5

4

同　　　　じ

地 域 手 当 同　　　　じ

区　　分 20年勤続の者

同　　　　じ

25年勤続の者

24.586875 33.27075
定年前早期

退職特例措置
47.709

47.709
一般会計の制度
（支 給 率 等）

通 勤 手 当 同　　　　じ

24.586875 47.709

住 居 手 当

2.225

33.27075

扶 養 手 当

4.45

最 高 限 度

47.709

有

有

4.45

区　　　　分
支 給 率 計

一般会計の制度 2.225 2.225

本 年 度

4.502.250

2.225

６月（月分） 12月（月分） （月分）

4

一般会計の制度との異同

　8号給　　（人）

区　　　　　分

前 年 度 2.250

　1号給　　（人）

一般行政職合　計区　　　　　　　分

本
　
　
年
　
　
度

号給数別内訳 　4号給　　（人）

80.00

　2号給　　（人）

　6号給　　（人）

　8号給　　（人）

　4号給　　（人）

　6号給　　（人）

　2号給　　（人）

5

備　　考

定年前早期
退職特例措置

備　　考

埼玉県市町村
総合事務組合

埼玉県市町村
総合事務組合

その他の
加算措置等

有

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

80.00 80.00



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

40,00040,000

98,400

98,400

440,000

40,000

200,000 141,600

200,000 181,600

款 項 事業名

前前年
度末ま
での支
払義務
発生額

県
補助金

左の
財源
内訳

起債
建設
改良
積立金

全体計画

当該年
度支払
義務発
生予定
額

当該年
度末ま
での支
払義務
発生
予定額

翌年度
以降の
支払義
務発生
予定額

継続費
の総額
に対す
る進捗
率年度 年割額

前年度
末まで
の支払
義務発
生（見
込）額

1資本的
支出

1建設改
良費

1浄水場
施設整備
事業

3 40,000

令和

8.3

令和

4 440,000

継　続　費　に　関　す　る　調　書

91.7

計
480,000 0 0 40,000 40,000 440,000 100.0



現年度に係る分

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

期　　間

　次亜塩素酸ナトリウム
  購入単価契約

限　度　額

次亜塩素酸ナトリウム
購入に要する額

令和4年度

前年度末までの支払

義務発生（見込）額

事業収益

当該年度以降の支払

義務発生予定額事　　　　　　　項

限度額

に同じ

　水道料金システム電算
　処理業務委託(単価契約)

金　　額期　　間 金　　額

左の財源

内　　訳

限度額

に同じ

水道料金システム電算
処理業務委託(単価契約）

に要する額
令和4年度

限度額 限度額

に同じ に同じ



（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

長期前受金戻入

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額

未払金の増減額

貸倒引当金の増減額

賞与引当金の増減額

貯蔵品の増減額

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入

建設改良企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加（減少）額

資金期首残高

資金期末残高

1,039,315

941,325

△ 143,800

156,200

△ 97,990

220,403

△ 522,173

47,580

△ 474,593

300,000

令和3年度宮代町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

△ 500

239,956

△ 250

△ 19,303

0

11

△ 88

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

250

19,303

△ 2,903

43,110

254,578

6,158

△ 79,963



（単位　千円）

資　　産　　の　　部

１　固　定　資　産

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

(2)

イ

２　流　動　資　産

(1)

(2)

(3)

2,230,885

△ 1,634,163

令和3年度宮代町水道事業予定貸借対照表

（令和4年3月31日）

有 形 固 定 資 産

197,956

△ 166,410

8,536,709

貸 倒 引 当 金 △ 2,244

△ 4,483,685

建 設 仮 勘 定

工具、器具及び備品

減価償却累計額 3,510

有 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

貯 蔵 品

237

77,165

△ 4,857

13,903

5,154,024

98,411

941,325

未 収 金

電 話 加 入 権 237

無 形 固 定 資 産 合 計

土 地

203,027

建 物

構 築 物

減価償却累計額

6,231

減価償却累計額 4,053,024

車 両 運 搬 具

369,437

減価償却累計額 1,374

79,409

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

△ 10,393

596,722

無 形 固 定 資 産

資 産 合 計

4,196

5,154,261

6,176,947

1,022,686



負　　債　　の　　部

３　固　定　負　債

(1)

イ

(2)

イ

４　流　動　負　債

(1)

イ

(2)

(3)

(4)

イ

(5)

５　繰　延　収　益

3,265

企 業 債

固 定 負 債 合 計

2,671,421

19,914預 り 金

賞 与 引 当 金

3,474,742

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計 3,265

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

138,927
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

修 繕 引 当 金

250,000

22,149

企 業 債

前 受 金

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

412,262

引 当 金

長期前受金収益化累計額

1,337,519

△ 2,137,223

負 債 合 計

長 期 前 受 金

未 払 金

繰 延 収 益 合 計

899,491

899,491

138,927

22,149

156

引 当 金

921,640



資　　本　　の　　部

６　資　　本　　金

７　剰　　余　　金

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

(2)

イ

ロ

ハ

ニ

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

 先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

（ア）有形固定資産

・定額法

・主な耐用年数

建物　　７年～５０年　　　構築物　　９年～６０年　　　機械及び装置　　４年～３０年

（イ）無形固定資産

・非償却資産（電話加入権）

2,811,714資 本 金 合 計

39,815資 本 剰 余 金 合 計

3

0

口 径 別 分 担 金 30,281

利 益 積 立 金

72,000減 債 積 立 金

2,811,714

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

建 設 改 良 積 立 金

補 助 金

寄 附 金

利 益 剰 余 金 合 計

9,531

653,997

53,861

514,136

14,000

当年度未処分利益剰余金

0

3,505,526

負 債 資 本 合 計

693,812

0

6,176,947

目 的 別 分 担 金

工 事 負 担 金

資 本 合 計



（３）引当金の計上方法

（ア）退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計が負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

（イ）賞与引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における

支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（ウ）貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　貸借対照表に関する注記 　

（１）引当金の取り崩し

（ア）賞与引当金の取り崩し

　当年度において、期末・勤勉手当６月分(法定福利費含む）を支給するため、賞与引当金３，３５３千

円を取り崩すこととする。

（イ）貸倒引当金の取り崩し

　当年度において、不納欠損による損失を計上するため、貸倒引当金２１５千円を取り崩すこととする。

３　その他の注記

（１）修繕引当金に係る経過措置

　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すことと

する。



（単位　千円）

１　営　 業　 収　 益

(1)

(2)

(3)

２　営　 業　 費　 用

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

３　営　業　外　収　益

(1)

(2)

(3)

４　営　業　外　費　用

(1)

(2)

５　特　 別　 利　 益

(1)

(2)

６　特　 別　 損　 失

(1)

(2)

80,543

雑 支 出 177 23,000

過 年 度 損 益 修 正 益 0 0

支 払 利 息 22,823

2,218

給 水 収 益 632,330

そ の 他 営 業 収 益 23,061 700,191

分 担 金 44,800

原 水 及 び 浄 水 費 304,669

配 水 及 び 給 水 費 63,059

総 係 費 79,164

長 期 前 受 金 戻 入 77,950

雑 収 益

減 価 償 却 費 250,837

資 産 減 耗 費 9,543

そ の 他 営 業 費 用 0

0

固 定 資 産 売 却 損 0

0

前年度繰越利益剰余金

707,272

営 業 利 益 △ 7,081

受 取 利 息 及 び 配 当 金 375

50,462

57,543

経 常 利 益 50,462

固 定 資 産 売 却 益 0

令和2年度宮代町水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

0 0過 年 度 損 益 修 正 損

当年度未処分利益剰余金 235,226

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余変動額 184,764



（単位　千円）

資　　産　　の　　部

１　固　定　資　産

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

(2)

イ

２　流　動　資　産

(1)

(2)

(3)

建 設 仮 勘 定 47,044

流 動 資 産 合 計 1,117,284

資 産 合 計 6,010,108

未 収 金 76,506

貸 倒 引 当 金 △ 2,233 74,273

貯 蔵 品 3,696

無 形 固 定 資 産 合 計 237

固 定 資 産 合 計 4,892,824

現 金 預 金 1,039,315

有 形 固 定 資 産 合 計 4,892,587

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権 237

減価償却累計額 △ 4,857 1,374

工具、器具及び備品 13,903

減価償却累計額 △ 8,405 5,498

機 械 及 び 装 置 2,223,173

減価償却累計額 △ 1,568,245 654,928

車 両 運 搬 具 6,231

減価償却累計額 △ 159,072 210,365

構 築 物 8,162,989

減価償却累計額 △ 4,336,258 3,826,731

令和2年度宮代町水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和3年3月31日）

有 形 固 定 資 産

土 地 146,647

建 物 369,437



負　　債　　の　　部

３　固　定　負　債

(1)

イ

(2)

イ

４　流　動　負　債

(1)

イ

(2)

(3)

(4)

イ

(5)

５　繰　延　収　益

負 債 合 計 2,547,692

長 期 前 受 金 3,439,612

長期前受金収益化累計額 △ 2,069,710

繰 延 収 益 合 計 1,369,902

引 当 金 合 計 3,353

預 り 金 19,914

流 動 負 債 合 計 417,223

未 払 金 250,000

前 受 金 156

引 当 金

賞 与 引 当 金 3,353

固 定 負 債 合 計 760,567

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

143,800

企 業 債 合 計 143,800

企 業 債 合 計 738,418

引 当 金

修 繕 引 当 金 22,149

引 当 金 合 計 22,149

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

738,418



資　　本　　の　　部

６　資　　本　　金

７　剰　　余　　金

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

(2)

イ

ロ

ハ

ニ

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

 先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

（ア）有形固定資産

・定額法

・主な耐用年数

建物　　７年～５０年　　　構築物　　９年～６０年　　　機械及び装置　　４年～３０年

（イ）無形固定資産

・非償却資産（電話加入権）

剰 余 金 合 計 650,702

資 本 合 計 3,462,416

資 本 剰 余 金 合 計 39,815

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

負 債 資 本 合 計 6,010,108

建 設 改 良 積 立 金 259,661

当年度未処分利益剰余金 235,226

利 益 剰 余 金 合 計 610,887

102,000

利 益 積 立 金 14,000

目 的 別 分 担 金 9,531

口 径 別 分 担 金 30,281

受 贈 財 産 評 価 額 0

寄 附 金 3

補 助 金 0

工 事 負 担 金 0

2,811,714

資 本 金 合 計 2,811,714

資 本 剰 余 金



（３）引当金の計上方法

（ア）退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計が負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

（イ）賞与引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における

支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（ウ）貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　貸借対照表に関する注記 　

（１）引当金の取り崩し

（ア）賞与引当金の取り崩し

　当年度において、期末・勤勉手当６月分(法定福利費含む）５，０１１千円を支給するため、賞与引当

金３，３４６千円を取り崩すこととする。

（イ）貸倒引当金の取り崩し

　当年度において、不納欠損による損失を計上するため、貸倒引当金１９０千円を取り崩すこととする。

３　その他の注記

（１）修繕引当金に係る経過措置

　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すことと

する。



（単位　千円）

1

1

1

1

2

1

3

1

2

3

2

1

2

1

3

1

4

1

2

3

1

1

2

1

310

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　入

10

土地賃貸料・事務所使用料等

2,433

10

過年度損益修正益

長期前受金戻入

売 却 益

戻 入 75,638

修 正 益

過年度損益

特 別 利 益

不用品売却収益

雑 収 益

還 付 金

長期前受金

消 費 税

250

10

そ の 他

営 業 収 益

固 定 資 産

20,479

10

その他雑収益

14,624

20㎜　　  　85 件

800

10

口径変更　　10 件

材料売却収益

90

880

指定給水装置工事事業者の指定手数料

35,530

6,600

439

1,310

16,202

農業集落排水使用料徴収事務委託料

目 予 定 額

水道水使用料

附　　　　　　　記

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

681,714

13㎜　　　　20 件43,010

520

348

給水件数　　　　15,000件

1,650消火栓緊急修繕

指定給水装置工事事業者の指定変更手数料

110

定期預金利息・普通預金利息

19,159

節 金　　額

有収水量見込　3,443,000㎥

長期前受金戻入額

給水装置工事の設計審査・工事検査手数料

給水戸番図

款　　　項

681,714給 水 収 益

43,010

838,168

営 業 収 益 745,203

事 業 収 益

手 数 料

分 担 金

口径別分担金

預 金 利 息

250

下水道使用料徴収事務委託料雑 収 益

92,945

飲料水兼用耐震性貯水槽維持管理費

使用済メーター売却代金

消費税還付金

20

75,638

消費税及び地方消費税還付金

2,423

固定資産売却益

10

14,624

令和3年度宮代町水道事業会計予算実施計画明細書

1
受 取 利 息
及び配当金

営業外収益



（単位　千円）

1

1

1

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

2

1

2

3

支　　　　　　　出

住居手当 336

備 消 品 費

140

給 水 費

旅 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

208

165

228

通勤手当 120

306

412

県水受水量　　3,179,400㎥

次亜塩素酸ナトリウム購入費

賞与引当金繰入額(期末手当）

超過勤務手当

期末手当

第1・第2浄水場、宮東配水場及び取水井電気料

浄・配水場施設修繕費修 繕 費

動 力 費

50

浄化槽保守点検業務委託料

28

161

予備費

浄化槽法定検査手数料

浄・配水場各設備保守点検業務委託料

646

66

高圧受電設備保守点検業務委託料

564

8,800

水質検査委託料

消防設備保守点検業務委託料

放射線物質等水質検査手数料

次亜塩素貯留槽清掃業務委託料

29,502

3,346

17

579

390

489

18

57

291

回線使用料

777

地域手当

浄・配水場管理運営用消耗品

360

管理職員特別勤務手当 20

職員出張旅費

発電機燃料費

賞与引当金繰入額(期末手当）

管理職手当

通勤手当

勤勉手当

305

期末手当

職員給料　　

24

2,065

金　　額

4,707

附　　　　　　　記節
目

732,262

756,695

予 定 額
各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

浄 水 費

手 当

款　　　項

事 業 費 用

337,450

給 料

営 業 費 用

原 水 及 び

495

賞与引当金繰入額 681

10

配 水 及 び

1,567手 当

給 料 2,740

地域手当

職員給料　　

賞与引当金繰入額

61,853

受 水 費

117

363

13,007

629

42,933

手 数 料

浄・配水場電話料

浄・配水場維持管理業務委託料

勤勉手当

235,645

保菌検査手数料

賞与引当金繰入額(勤勉手当）

賞与引当金繰入額(勤勉手当） 155

35,000

薬 品 費

2,000



4

5

6

7

8

9

3

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13 手 数 料 2,013 口座振替等手数料 800

印 刷 製 本 費

法 定 福 利 費

旅 費

2,221

72,193

賞与引当金繰入額

給 料 職員給料　　

総 係 費

路 面 復 旧 費

職員出張旅費

172

車輌ガソリン代

テレビ受信料 22

288

1,403

管理職員特別勤務手当

管理職手当

25

コンビニ収納手数料 1,081

60

198

884

宮東配水場電話料・携帯電話使用料

賞与引当金繰入額(法定福利費）

1,618

3,314

624

30

予 定 額目

備 消 品 費

光 熱 水 費 40 プロパンガス代

30,754 上下水道料金等徴収業務委託料

郵便料金

電算保守委託料

2,694

598

28,908

清掃委託料

複写機保守料

警備委託料

1,871

78

乙・丙止水栓、止水栓筺、量水器筺

路面復旧工事費

975

町長交際費

4,609

職員出張旅費

給配水管等修繕費

5,016

備 消 品 費

3,000

1,752

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

10

量水器取替工事費

附　　　　　　　記

配水管洗浄作業業務委託料

220

節

委 託 料

修 繕 費 14,722

材 料 費

漏水調査業務委託料

手 当

給水装置工事受付業務委託料

勤勉手当

12,203

5,491

款　　　項

5,959

662

524

722

地域手当

委 託 料

燃 料 費

事務用品等

交 際 費

通 信 運 搬 費

公務災害負担金

金　　額

37,609

90

水道施設情報管理システム補正業務委託料

20,240

電磁流量計維持管理委託料

緊急用備品購入費

67

帳票等印刷費

10,072

期末手当

通勤手当 206

7,524

賞与引当金繰入額(期末手当）

480

埼玉県市町村職員共済組合負担金

766

4,650

超過勤務手当

扶養手当

5,892

旅 費

502

賞与引当金繰入額(勤勉手当）



13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

4

5

1

2

6

1

2

2

1

1

2

1

3

1

3

1

1

2

1

4

1

1

減価償却費 254,578

1

保 険 料 1,002

155

35

車輌点検整備費等

職員研修費

2,653

データ伝送システム手数料

埼玉県市町村総合事務組合負担金(退職手当)

複写機リース料

132

水道賠償・機械設備損害保険料

火災保険料

日本水道協会他会費負担金

7

貸倒引当金繰入額

82

500

2,808

1,224

10その他雑支出

10

財務省財政融資資金

6,443地方公共団体金融機構

19,303

226

12,860

100

5,000

構築物・機械及び装置

7,338

70,961

工具器具及び備品

機械及び装置

174,291

1,988

8

214

建物254,578

構築物

50

296

159

2,271

附　　　　　　　記

水道システムソフトウェアレンタル料

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

2,472

手 数 料

貸倒引当金繰入額

雑 費

公 課 費

固定資産除却費

資産減耗費 6,168

たな卸資産減耗費

そ の 他 20

企 業 債 利 息

19,303

営 業 費 用 材料売却原価

営業外費用 19,323

雑 支 出

10

110

10

消 費 税

過年度損益修正損

予 備 費

支 払 利 息

消 費 税

売 却 損

固 定 資 産

特 別 損 失

予 備 費

雑 支 出

修 正 損

予 備 費

過年度損益 100

固定資産売却損

10

5,000

5,000

車検時諸費用等

車輌重量税・印紙代

車輌任意保険料・自賠責保険料

補 償 金

有形固定資産
減 価 償 却 費

10

10

6,158

10

10

研 修 費

修 繕 費

節
予 定 額

金　　額

モップ等借上料

10

土地賃借料

目

賃 借 料

款　　　項

負 担 金



（単位　千円）

1

1

1

1 企業債による借入金

2

1

1

3

1

1 埼玉県生活基盤施設耐震化等補助金

4

1

1

（単位　千円）

1

1

1

1

2

1

1

3

1

1

企 業 債 300,000

300,000

支　　　　　　　出

企 業 債 300,000

購 入 費

713,791

節

収　　　　　　　入

地方公共団体金融機構

金　　額

財務省財政融資資金

工 事 負 担 金 3,080 1,100

1,980

3,080

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

347,590

予 定 額

資　本　的　収　入　及　び　支　出

10

44,500

県 補 助 金

3,080

44,500

44,500

10

10売 却 代 金

予 定 額
金　　額節

固定資産売却代金

附　　　　　　　記

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

553,420建設改良費

437,831553,420 配水管整備事業建 設 改 良 費

建設改良費 553,420

143,800

浄水場施設整備事業 115,589

143,800 87,358

56,442

購 入 費 固 定 資 産 16,571

143,800

固 定 資 産

元 金 償 還 金

16,571

企 業 債

償 還 金 元金償還金

款　　　項

資 本 的 支 出

補 助 金

目

売 却 代 金 固 定 資 産

款　　　項 目

工事負担金

負 担 金

16,571 新規量水器購入費　　

配水管切回し工事等に伴う負担金

消火栓工事等に伴う負担金

附　　　　　　　記

機械及び装置

資 本 的 収 入

企 業 債

固 定 資 産

県 補 助 金




